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件名 認可地縁団体（大武二区）の規約変更の認可及び告示事項の変更について

（別紙 枚）

地方自治法（以下「法Jという。）第260条の2第 1項の規定に基づき認可した地縁団体（大武二

区）から、同条第15項で準用する民法第38条第2項及び地方自治法施行規則第22条第 1項の規定に

基づく規約の変更の認可の申請並びに法第260条の 2第第11項の規定に基づく告示事項（代表者）

に変更があった旨の届出が別紙のとおりなされました。

《裏面に続く》
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規約の変更については、規約第9条で定める「その他の役員Jの数（法の定めはない）を8人
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から 7人に減少するというものであり、規約第36条の規定により総会で4分の3以上の議決を受

けているため、認可します。

また、告示事項の変更については、法第10項の規定に基づき告示するとともに、地縁団体台帳

に変更があった旨の記載を行います。

〈〉団体の名称 大武二区 延岡市大武町280番地1

く〉 規約の変更内容

その他の役員の数（第9条）

く〉 告示の変更事項

代表者の氏名及び住所
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延岡市告示第；601.号

平成 19年 5月 反 日

地方自治法第 260条の 2第 1項 の 規 定 に よ り 認 可 し た 次 の 地 縁 団体

について、平成 15年 4月 10日付け延岡市告示第 59号で告示した事項に

ついて変更があったので、同条第 10項後段の規定に基づき告示する。

延 岡 市 長 首 藤 正 治

記

1 .地縁団体の名称

大武二区

2. 変更があった事項

代表者の氏名及び住所

（新代表者） 斉藤 忠 義

（旧代表者） 甲斐

延岡市大武町343番地

延岡市大武町302番地 1博

3. 変更があった年月日

平成 19年 4月 8日



延岡市長首藤正治様

平成！？年ヂ月之7日

地縁による団体の名称及び事務所

の所在地

名称犬依J:!-£, 
所在地

氏名

住所

規約変更認可申請書

地方自治法第260条の 2第 15項で準用する民法第38条第2項の規約の変更の認可

を受けたいので、別添書類を添えて申請します。

（別添書類）
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平成／？年 lt 月 :i $＇ 日

延岡市長首藤正治様

地縁による団体の名称及び事務所

の所在地

名称久歩Jニβ

所在地与局堤~（榊久氏1mr
- 2 gρ 各st!!.,I 

代表者の氏名及び住所 VII -

氏 名会j争終ム；印審
住所 LI~匂久利回f3fJるぞ

告示事項変更届出書

下記事項について変更があったので、地方自治法第 260条の 2第 11項

の規定 により、告示された事項に変更があった旨を証する書類を添えて

届け出ます。

記

1 変更があった事項及びその内容

新偽名争路 1た-k 乏L~-q;久~fj}J J !rJρ 

一一 l~ ~もみ着呼~枠 組榊欣J阿J／）ユ香♂ι1
2 変百の佳日

一人 -.-/J  手以 I1え..，..l/. flいふえ、会小日

3 変更の理由

竹見境政~り注
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1、開会日時

2、場所

3、出席者

4、議事

大武二区定期総会議事録．

平成 19年4月8日 午 後7時

延岡市大武町大武公民館

出席会員数 72名（会員数 11 8名）委任27名

( 1 ）総会の成立を副区長日高が発表、総会開会宣言

(2）区長挨拶

(3）議長選出執行部一任協議の結果、，－氏を選出、全員に

計った結果満場一致承認された 引き続き議事録者を選任、

ー・・・司氏に決定
(4）議長登壇

(5）議題

第 1号議案、平成 18年度経過報・告及び第2号議案、平成 18 

年度会計報告承認の件を一括上程会計監査報告の後、質疑応答

質問者なく満場一致、承認された

(6）第3号議案、平成 19年度活動方針（案）、第4号議案、平成

1 9年度予算（案）承認の件、一括上程審議に入ったが、質問

なし満場一致承認され案を削除した

(7）第5号議案、東海東ふるさと祭り承認の件

前々年、前年と参加者が少ない、地域にある祭りを重点に実施

するよう提案したい。地域に合った祭りを進めてはどうか地

域住民の高齢化、東海東小までは遠いなど、さまざまな意見が

出、賛否をとったところ、半々位、継続審議とし新執行部一任

(8）第6号議案、 7、8組合併承認の件

7組 12戸、 8組8戸の 20世帯を合併し7組とする。組ごと

の行事参加高齢者が多く参加者が少なくなった 2組を 1組に

まとめ行事を行う提案満場一致承認

規約改正を提出 規約第9条本会に次の役員を置く。現行その

4項その他の役員8人を改定その他の役員を 7名とする

出席者72名委任者（世帯） 2 7名家族委任 16 5名（総人口

330名）第3'5条この規約は総会に於て、総会員の4分の 3

以上に達し承認された



(9）第7号議案、大武公民館使用料承認の件

現行ははっきりした規則がなく その都度協議

改訂1時間当たり 700円とする 原案通り可決成立

設備等は一切使用させるを含む

( 1 0）第8号議案、婦人部復活承認の件

多数決により復活する 年齢その他の細部については、次期執行

部一任

( 1 1）第9号議案、その他の件

要望事項

総会を今後昼間にしたらどうか

今後の課題として検討する

( 1 2）議長退任

5、新三役発表次期執行部選考委員長・・・・民より発表あり

大武二区々長兼公民館長斉藤忠義氏副区長兼公民館主事．．． 氏

会許・ ・ ・E氏を発表、満場一致承認された

6、司会者日高氏より以上を以って本総会の議事の審議が終了した旨を告げ閉

会を宣言した午後8時56分

この議事が正確であることを在するため議長及び

議事録署名人がここに署名押印する

平成 年 月 日

議長

議事録署名人 c~三二4
議事録署名人
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私は、平成 I q 年 4 月 2日に行わ

れました 久氏ニ 区の総会において、

区長に選出され、これを受諾しましたことを証
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地球環境にご協力を

平成19年4月8日〈日）
とき

午後7時より

ところ 大武公民館

、一一・－岡田ー’－



議題

平成18年度定期総会

1 .開会のことば
2.資格審査
3.区長挨拶
4.議長選出
5.書記選任

議長登壇

1号議案平成18年度経過報告承認の件
2号議案平成18年度会計報告承認の件
3号議案平成19年度活動方針（案）承認の件
4号議案平成19年度予算（案）承認の件
5号議案東海東ふるさと祭り承認の件
6号議案 7組8組合併承認の件

規約改正第9条本会に次の役員を置く
4項その他の役員8名をフ名とする

7号議案大武公民館使用料についての承認の件
1時間700円とする

8号議案婦人部復活
9号議案その他の件

議長退任

6.役員改選

新役員紹介

7.閉会のことば

① 

旧役員退任挨拶



平成18年度経過報告

月｜日｜活動内容
41 91平成17年度ー

161新旧役員引継会
281資源回収

51 71運営委員玄
141資源回収当番3組
211クリーン大作戦

日本赤十字募金
社会福祉協議会協力金

61 41水神様まつり当番7泰一

71資源回収
101役員会
191花の首植え
221下水道公民館受益者負担
251大武神社夏祭り
281男女共同参画

71 91資源回収当番4
101運営委員会

121防犯灯3灯水銀灯ヘ切替
141公民館クロガネモチの

小枝の努定

191資源回収
251矢田ナカ様死去

81 11東海東小学校地区別登校

61町内清掃
101運営委員会
121東海東ふるさとまつり
251資源回収
261運営委員会

91101佐保一男氏民生委員に決まる
101役員会
171敬老祝賀会
261資源回収当番5組

② 

自平成18年4月 1日
至平成19年3月31日

月｜日｜活動内容
101 101役員会

151一区二区合同慰霊祭当番ニ区
171災害見舞金41、500円支払

赤い羽根共同募金
241資源回収当番6組
241下水道工事（公民館）始まる

111 31文化祭バザー
71花の苗植え
818組々長交代中須弘孝氏ヘ
101役員会
191クリーン大作戦
231大武神社秋祭り
281資源回収当番7,8組
301下水道工事代金11万5千円支払

121101役員会
251歳末助け合い募金支払
271資源回収当番1組

え

会計監査



平成18年度決算書

704,8241 704,824 
1 , 142,400 I 1 , 148.ooo 

22,500 I 22,500 
60,0001 24,300 
20,0001 28,400 
40,000 I 63,298 
7 .200 I 7 .200 

150.000 I 356,204 
2.146.92412.354.726 

200,000 I 195.441 
1 o,ooo I a.ooo 
30,0001 30,000 
1 s,000 I 14,ooo 
2s.ooo I 2s.ooo 
as.0001 35.ooo 
1 s2,ooo I 1 s2.ooo 
1 s.000 I ・ 1 o,872 
1 s,000 I 1 s,000 

200,000 I 189I107 
200.0001 188,760 
120.0001 110,100 
142,8001 143,000 
380,000 I 34 7 ,653 
240,0001 240,000 
30,000 

336,1241 655,793 
2.146.9241 2.354.726 

く次期繰越金＞ 普通頭金 655, 793円

自 平 成18年4月 1日
至平成19年3月31日

（単位円）

く特別会計＞ 公民館積立金 915,000+240, 000=1, 155, 000門

会計監査報告

会計監査の結果、会計帳簿、各伝票も確実で上記の通り相違ない事を認めます。

平成／タ年化月

③ 



月

4 

5 

6 

7 

8 

9 

平成19年度活動方針（案）

活動内容 摘要 月
定期総会 4月8日

一役引継会 4月10日
新旧役員会 4月14日 10 

資源回収当番5組 4月24日

運営委主会 5月10日
資源回収当番6組 5月22日
日本赤十字募金
福祉協協力金 1 1 

クリーン大作戦
役員会 6月10日
水神まつり当番1組 6月3日
神社夏祭り 6月24日
花の苗植え 12 

資源回収当番7組 6月26日

運営委U.会 7月10日
資源回収当番1組 7月24日

東海東小地区別登校 8月1日
運営委員会 8月10日
東海東夏祭り
資源回収当番2組 8月28日

町内清
役員会 9月10日 2 

敬老祝賀会
資源回収当番3組 9月25日

3 

④ 

自平成19年4月 1日
至平成20年3月31日

活動内容 摘要

赤い羽根募金

運営委員会 10月10日
資源回収当番4組 10月23日
慰霊祭当番一区ニ区合同

文化祭、，，.サ．一 11月3日
花の苗植え
役員会 11月10日
神社秋祭り 11月23日
資源回収当番5組 1 1月27日

花の苗植え

歳末助ff奇い
クリーン大作戦
資源回収当番6組 12月25日
役員会 12月10日
金婚者名簿提出

恵比須まつり 1月10日
役員会 1月10日

男と女の共同参画
新春懇談会 市公連
資源回収当番7組

生涯学習

役員会
資源回収当番1組
鼻長尊大祭

資源回収当番2組
役員会
会計監査



予算（案）平成19年度

平成19年4月 1日
平成20年3月31日

（単位円）
要

自
至

助金、他

704 824 
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2,354,726 

（収入の部）
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金4ケ
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195 441 
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30000 
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く紙約m桑名ぇ肉ずれゐ令〉

く〉 地方自治法施行規則

（民法による規約変更の認可申請）

第22条 地方自治法第260条の 2第15項で準用する民法第38条第2項の規定による規約の変更の

認可の申請は、申請書に、規約変更の内容及び理由を記載した書類並びに当該規約変更を総会

で議決したことを証する書類を添付して行わなければならない。

2 前項の申請書の様式は、別記のとおりとする。

〈〉 民法（地方自治法第260条の 2第15項の規定による読替え後）

（規約の変更）

第38条 町又は字の区域その他町村内の一定の区域に住所を有する者の地縁に基づいて形成され

た団体で、あって地方自治法（昭和22年法律第67号）第260条の 2第 1項の規定により認可を受

けた者（以下「認可地縁団体Jとしづ。）の規約は、総構成員の4分の 3以上の同意があると

きに限り、変更することができる。ただし、規約に別段の定めがあるときは、この限りでない。

2 規約の変更は、市長の認可を受けなければ、その効力を生じない。

d く〉 地方自治法

（地縁による団体）

第260条の 2 町又は字の区域その他市町村内の一定の区域に住所を有する者の地縁に基づいて

形成された団体（以下本条において「地縁による団体Jとしづ。）は、地域的な共同活動のた

めの不動産文は不動産に関する権利等を保有するため市町村長の認可を受けたときは、その規

約に定める目的の範囲内において、権利を有し、義務を負う。

2 前項の認可は、地縁による団体のうち次に掲げる要件に該当するものについて、その団体の

代表者が総務省令で定めるところにより行う申請に基づいて行う。

(1) その区域の住民相互の連絡、環境の整備、集会施設の維持管理等良好な地域社会の維持

及び形成に資する地域的な共同活動を行うことを目的とし、現にその活動を行っていると認

められること。

(2) その区域が、住民にとって客観的に明らかなものとして定められていること。

(3) その区域に住所を有するすべての個人は、構成員となることができるものとし、その相

当数の者が現に構成員となっていること。

(4) 規約を定めていること。

3 規約には、次に掲げる事項が定められていなければならない。

(1) 目的

(2) 名称

(3) 区域

(4) 事務所の所在地

(5) 構成員の資格に関する事項

(6) 代表者に関する事項

(7) 会議に関する事項

(8) 資産に関する事項

4 第2項第2号の区域は、当該地縁による団体が相当の期間にわたって存続している区域の現

況によらなければならない。

5 市町村長は、地縁による団体が第2項各号に掲げる要件に該当していると認めるときは、第

1項の認可をしなければならない。

6 第1項の認可は、当該認可を受けた地縁による団体を、公共団体その他の行政組織の一部と



することを意味するものと解釈しではならない。

7 第 1項の認可を受けた地縁による団体は、正当な理由がない限り、その区域に住所を有する

個人の加入を拒んではならない。
8 第 1項の認可を受けた地縁による団体は、民主的な運営の下に、自主的に活動するものとし、

構成員に対し不当な差別的取扱いをしてはならない。

9 第1項の認可を受けた地縁による団体は、特定の政党のために利用してはならない。

10 市町村長は、第 1項の認可をしたときは、総務省令で定めるところにより、これを告示しな

ければならない。告示した事項に変更があったときも、また同様とする。

11 第 1項の認可を受けた地縁による団体は、前項の規定に基づいて告示された事項に変更があ

ったときは、総務省令で定めるところにより、市町村長に届け出なければならない。

12 何人も、市町村長に対し、総務省令で定めるところにより、第10項の規定により告示した事

項に関する証明書の交付を請求することができる。この場合において、当該請求をしようとす

る者は、郵便又は信書便により、当該証明書の送付を求めることができる。

13 第 1項の認可を受けた地縁による団体は、第10項の告示があるまでは、第 1項の認可を受け

た地縁による団体となったこと及び第10項の規定に基づいて告示された事項をもって第3者に

対抗することができない。

14 市町村長は、第 1項の認可を受けた地縁による団体が第2項各号に掲げる要件のいずれかを

欠くこととなったとき、又は不正な手段により第 1項の認可を受けたときは、その認可を取り

消すことができる。

15 民法第38条、第44条第 1項、第50条、第51条、第52条第 1項、第53条から第66条まで、第68

条（同条第 1項第2号を除く。）、第69条、第70条、第72条から第76条まで及び第78条から第

83条までの規定並びに非訟事件手続法（明治31年法律第14号）第35条から第40条までの規定は、

第 1項の認可を受けた地縁による団体に準用する。この場合において、民法第38条第2項、第

72条第 2項及び第83条中「主務官庁Jとあるのは「市町村長Jと、同法第44条第 1項、第53条

から第57条まで、第59条第2号、第60条、第61条、第63条、第70条、第72条第2項及び第74条

中「理事Jとあるのは「代表者Jと、同法第52条第 1項中「 1人又は数人の理事Jとあるのは

r 1人の代表者Jと、同法第56条中「仮理事Jとあるのは「仮代表者Jと、同法第59条第3号

中「総会又は主務官庁Jとあるのは「総会Jと、同法第68条第 1項第4号中「設立の許可Jと

あり、及び第72条第2項中「許可Jとあるのは「認可Jと、同法第72条第3項中「国庫j とあ

るのは「市町村Jと、非訟事件手続法第35条第 1項中「仮理事Jとあるのは「仮代表者Jと読

み替えるほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。

16 第1項の認可を受けた地縁による団体は、法人税法（昭和40年法律第34号）その他法人税に

関する法令の規定の適用については、同法第2条第6号に規定する公益法人等とみなす。この

場合において、同法第37条の規定を適用する場合には同条第4項中「公益法人等j とあるのは

「公益法人等（地方自治法（昭和22年法律第67号）第260条の 2第 1項の認可を受けた地縁によ

る団体を除く。） Jと、同条第5項中「公益法人等Jとあるのは「公益法人等（地方自治法第

260条の 2第 1項の認可を受けた地縁による団体を除く。） Jと、同法第66条の規定を適用する

場合には同条第 1項及び第2項中「普通法人Jとあるのは「普通法人（地方自治法第260条の 2

第1項の認可を受けた地縁による団体を含む。） Jと、同条第3項中「公益法人等Jとあるの

は「公益法人等（地方自治法第260条の 2第1項の認可を受けた地縁による団体を除く。） Jと

する。

17 第1項の認可を受けた地縁による団体は、消費税法（昭和63年法律第108号）その他消費税に

関する法令の規定の適用については、同法別表第3に掲げる法人とみなす。

18 次の各号のいずれかに該当する場合においては、第 1項の認可を受けた地縁による団体の代

表者又は清算人は、非訟事件手続法により、 50万円以下の過料に処する。

(1) 第15項において準用する民法第70条又は第81条第 1項の規定による破産手続開始の申立て

を怠ったとき。

(2) 第15項において準用する民法第79条第 1項又は第81条第 1項の規定による公告を怠り、

又は不正の公告をしたとき。



〈ィ杯第め吹い｜九%減〉

。地方自治法

（地縁による団体）

第260条の2 町文は字の区域その他市町村内の一定の区域に住所を有する者の地縁に基づいて

形成された団体（以下本条において「地縁による団体Jという。）は、地域的な共同活動のため

の不動産又は不動産に関する権利等を保有するため市町村長の認可を受けたときは、その規約

に定める目的の範囲内において、権利を有し、義務を負う。

2～10 略

10 市町村長は、第1項の認可をしたときは、総務省令で定めるところにより、これを告示しな

ければならない。告示した事項に変更があったときも、また同様とする。

11 第 1項の認可を受けた地縁による団体は、前項の規定に基づいて告示された事項に変更

があったときは、総務省令で定めるところにより、市町村長に届け出なければならない。

。地方自治法施行規則

（地縁による団体を認可した場合の告示）

第19条地方自治法第260条の2第10項に規定する告示は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、

それぞれ当該各号の場合に該当する旨を明示した上で当該各号に定める事項について行うもの

とする。

(1) 地方自治法第260条の2第1項の認可を行った場合

イ名称

口 規約に定める目的

ハ区域

一事務 所

ホ代表者の氏名及び住所

ヘ裁判所による代表者の職務執行の停止の有無並びに職務代行者の選任の有無（職務代行

者が選任されている場合は、その氏名及び住所）

ト 代理人の有無（代理人がある場合は、その氏名及び住所）

チ規約に解散の事由を定めたときは、その事由

リ 認可年月日

(2）～（3）略

(4) 前 2号の場合及び破産による場合を除くほか、地方自治法第260条の 2第11項の規定

により、告示された事項に変更があったとして届出があった場合 告示した事項のうち

変更があった事項及びその内容

2 前項の告示は、遅滞なく行わなければならない。

（告示事項の変更についての届出）

第20条 地方自治法第260条の 2第11項に規定する届出は、同条第 1項に規定する認可を受け

た地縁による団体の代表者が、届出書に告示された事項に変更があった旨を証する書類を

添え、当該地縁による団体の区域を包括する市町村の長に対し行うものとする。

2 前項の届出書の様式は、別記のとおりとする。



延岡市告示第 162号

平成 19年 5月 2 日

地方自治法第 260条の 2第 1項の規定により認可した次の地縁団体

について、平成 15年 4月 10日付け延岡市告示第59号で告示した事項に

ついて変更があったので、同条第 10項後段の規定に基づき告示する。

記

1 .地縁団体の名称

大武二区

2. 変更があった事項

代表者の氏名及び住所

（新代表者） 斉藤 忠義

（旧代表者） 甲斐 博

延岡市大武町343番地

延岡市大武町302番地 1

3. 変更があった年月日

平成 19年 4月 8日


